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 本準備書面は，平成２８年６月１５日付債務者準備書面（１０）に対する反論を，

平成２８（２０１６）年８月２７日付藤原意見書（甲Ｄ４７９）に基づき行うもの

である。 

 

第１ 止めることができない 

１ 債務者の主張 

   債務者は，平成２８年６月１５日付債務者準備書面（１０）において，Ｓ波

が到達した時点で，まだ制御棒の挿入が完了していない(あるいは挿入が開始さ

れていない)という場合も含めて，基準地震動 Ss による激しい揺れの中でも制

御棒が安全に挿入されることを確認していると主張している。 

２ 債権者らの反論 

   しかし，基準地震動 Ss による激しい揺れの中で，制御棒が安全に挿入される

ことが確認されていないことは，松山地裁係属の本案事件（平成２３年（ワ）

第１２９１号等伊方原発運転差止請求事件）（以下「松山本訴」という。）に提

出された藤原意見書(甲Ｃ１０８，甲Ｃ２２８及び甲Ｃ２６５）記載のとおりで

ある。 

３ 具体的主張 

（１）鉛直動の影響 

   松山本訴における被告準備書面（９）（甲Ｂ１１）において，債務者(被告)

は，「各種の抗力を合計した全体の抗力が大きければ大きいほど制御棒の落下は

遅くなり，逆に，小さければ小さいほど制御棒の落下は早くなる」と述べてい
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る。この定性的表現に限って言えば正しい。 

   しかし，債務者(被告)がいう「鉛直動により制御棒挿入経路の機器が上方に

移動した場合には，上向きの摩擦力が作用し，制御棒の挿入を遅らせる効果が

生じる。一方，鉛直動により制御棒挿入経路の機器が下方に移動した場合には，

下向きの摩擦力が作用し，制御棒の挿入を早める効果が生じる(相殺する)」に

ついては，間違っている。論理的には，上下振動が加わる場合，制御棒と制御

棒案内管(シンブル)の間で，相対移動距離を増やし，各種の抗力を合計した全

体の抗力が大きくなる。論より証拠として，地震時の墓石がある。墓石の石柱

部分と台座部分では，地震時に相対的な上下振動が異なるため，別々に動き，

重力加速度(980gal)に到らない小さな地震動でも石柱部分が投げ出され，石柱

部分が倒壊する現象を示す。墓石の石柱部分と台座部分とで相対的な上下振動

が異なるように，制御棒と制御棒案内管とでは相対的な上下振動が異なるので，

上下振動が加わる場合，相対的移動距離を増やし，各種の抗力を合計した全体

の抗力が大きくなる。したがって，制御棒の挿入を遅らせる方向に作用する。

債務者がいう「制御棒の挿入を遅らせる方向にも早める方向にも作用する(相殺

する)」ものではない。すなわち，債務者は「地震外力による抗力として水平動

の影響のみを考慮して制御棒挿入時間を計算している」というが，これは，明

らかな間違いである。地震外力による抗力として水平動の影響のみならず，上

下動の影響を考慮して制御棒挿入時間を計算しなければならない。 

（２）制御棒案内管内の冷却材の抗力 

   松山本訴における被告準備書面（９）（甲Ｂ１１）において，債務者(被告)

は，「制御棒が落下する際にも，冷却材は制御棒と制御棒案内管との隙間を通っ

てスムーズに上方に流れる。また，全ストロークの 85％挿入位置（制御棒挿入

性評価の対象とする位置。制御棒が全ストロークの 85％に達した時には，原子

炉出力は十分に低下している。）付近に至るまでの間は，冷却材は水抜孔等から

排出されるのではなく，平常時と同様に制御棒案内管内に流入しており，当然
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ながら，冷却材の排出が抑制されることによる抗力は生じない｡なお,冷却材が

下から上に流れることによる抗力は作用するが，これについては『流体による

抗力』として考慮している」と述べている。 

   しかし，論理的(流体力学的)には，制御棒が落下する際には，制御棒案内管

（制御棒ガイドシンブル）内の冷却材，つまり内部流体（水）が圧縮されるた

め，制御棒と制御棒案内管との隙間を通って上方に流れる冷却材は，その分，

流速が大きくなり，制御棒が静止している時と比較して，格段，流体抵抗(圧力

損失)が大きくなる。そのため，制御棒と制御棒案内管（制御棒ガイドシンブル）

は，ピストン式の注射器のように，内圧が高い状態となる。すなわち，水抜孔

から制御棒案内管（制御棒ガイドシンブル）外側に冷却材が抜ける状態となる。

このため，ＰＷＲメーカー(三菱重工)の原子炉構造設計部門では「水抜孔」と

いう用語を使用している。制御棒案内管 (制御棒ガイドシンブル)内の冷却材，

つまり内部流体（水）の排出は，制御棒案内管の最下端にある水抜孔(冷却材排

出穴または，オリフィス)の穴の大きさで時間が決まる。穴が大きければ，制御

棒落下速度が大きくなり，穴が小さければ制御棒落下速度が小さくなる。地震

による上下振動で，制御棒と燃料集合体の相互間に振動位相のずれが生じ，上

方向振動位相のずれ(制御棒が浮き上がる方向のずれ)の場合は，燃料集合体の

構成要素である制御棒案内管 (制御棒ガイドシンブル)内の冷却材が増える状

態，つまり，制御棒が一時的に引き抜かれる現象が生じる。したがって，制御

棒が引き抜かれ，制御棒挿入時間が伸びる現象は，全体の制御棒挿入時間に加

算しなければならない。 

   なお，下方向振動位相のずれ(制御棒が，より早く挿入される方向のずれ)の

場合，債務者が期待するように，比例して，制御棒落下速度が大きくなり，制

御棒挿入時間の減少になるかというと，そうはならない。論より証拠として，

産業界には，内部流体を有したショックアブソーバー(またはダンパー)と呼ば

れる装置がある。これは，オリフィスの流体速度が大きくなると，それだけ流
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体抵抗(圧力損失)が大きくなる原理を利用して，外力による機器の振動(または

移動)を抑制する装置である。この装置と同様に，下方向振動位相のずれでは，

水抜孔(冷却材排出穴または，オリフィス) での流体速度が大きくなり，それだ

け流体抵抗(圧力損失)が大きくなる。その結果，水の排出は抑制され，論理的

には，下方向位相のずれ(制御棒が，より早く挿入される方向のずれ)により，

制御棒挿入時間が短くなる現象は，抑制されることになる。相殺されるもので

はない。 

 

   また，松山本訴被告準備書面（９）（甲Ｂ１１）７ページ目の図２拡大図(右

側)では「制御棒が静止している平常時だけでなく，制御棒落下中にも，水抜孔

やシンブルスクリュー孔から制御棒案内管（制御棒ガイドシンブル）内に冷却

材が入る」というウソの説明をしている。仮に，この説明が本当だとすれば「水

抜孔」ではなく「水入孔」という用語を使用しなければならない。真実の説明

は「制御棒が静止している平常時は，図 2 のとおり，水抜孔やシンブルスクリ

ュー孔から制御棒案内管（制御棒ガイドシンブル）内に冷却材が入り，冷却材

は下から上に流れる。しかし，制御棒落下中には，内部冷却材が高圧になり，

水抜孔やシンブルスクリュー孔からも，制御棒案内管（制御棒ガイドシンブル）

内の冷却材が排出される」のである。 

   このように，論理的には，鉛直地震動上下方向位相のズレが，制御棒の挿入

を遅らせる方向に作用する。債務者が期待する「制御棒の挿入を遅らせる方向

にも早める方向にも作用する(鉛直地震動上下方向位相のズレによる制御棒の

挿入時間増減は相殺される)」ものではない。 

   制御棒ドライブライン設計(制御棒挿入に関する設計)は，ＰＷＲ原子炉構造

設計の重要分野であるが，債務者(四国電力)は，制御棒ドライブライン設計(制

御棒挿入に関する設計)の基本的知識（水抜孔の役目などに関する知識）に欠け

ている。三菱重工業(株)ＰＷＲ原子炉構造設計部門から，制御棒ドライブライ
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ン設計の基本的知識を教えてもらうべきである。 

第２ 応答倍率法 

１ 債務者の主張 

   債務者は，新規制基準を踏まえて制御棒挿入性の評価を行った際には，改め

て基準地震動 Ss による時々刻々の揺れを基に解析コード(計算式)を用いて制

御棒挿入時間を算定しており，応答倍率法は使用していないと主張している。 

２ 債権者らの反論 

   債務者は，応答倍率法の大欠陥をやっと承知して，その後，伊方原発に応答

倍率法を使用していないようである。しかし，それに代わる「基準地震動 Ss

による時々刻々の揺れを基に解析コード(計算式)を用いて制御棒挿入時間を算

定」が，安全を確保しているとは限らない。すなわち，解析コードを，基準地

震動 Ss の代表的な時刻歴モード(例えば，エルセントロなど)を用いていると推

測するが，その代表的な時刻歴モードが，伊方に将来生じる地震時刻歴全てを

カバーしている訳ではないため，決して，安全を確保しているとはいえないの

である。 

第３ ストレステストの対象外 

１ 債務者の主張 

   債務者は，債権者らは，ストレステストの際に制御棒挿入性が評価されてい

ないことを問題視するが(債権者ら準備書面（１０）（甲Ｂ１２）１０～１１頁)，

本件 3 号機についてストレステストを実施した際には，迅速に評価結果を示す

観点から，地震により安全機能の喪失に至ることが極めて考えにくい設備及び

安全機能を失うまでの耐震裕度について既往の知見等から少なくとも 2 倍以上

の裕度が存在することが明らかである設備については，ストレステストの結果

に影響を及ぼすことはないことから，裕度評価の対象外としたものであり，そ

れについては，原子力安全・保安院(当時)によって妥当であると判断されてい

ると主張している。 
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２ 債権者らの反論 

   しかし，ストレステストでは「制御棒について対象外とする」という宣言が

あっただけで，制御棒を対象外とすることの検証はなされていない。何故，制

御棒が「地震により安全機能の喪失に至ることが極めて考えにくい設備」なの

か。なぜ，制御棒が「安全機能を失うまでの耐震裕度について既往の知見等か

ら少なくとも 2 倍以上の裕度が存在する」のか。これらが全く不明のまま，ス

トレステストを終了している。 

   藤原意見書(甲Ｃ１０８，甲Ｃ２２８，甲Ｃ２６５）において，基準地震動

Ss ですら，制限時間 2.5 秒以内に制御棒挿入を確保できるのか，明確ではない

ことを論じているが，基準地震動 Ss 以上の地震動があった場合，全長 4ｍで，

横支持金物が無い超重量物の燃料集合体は，横揺れが激しくなる。フラダンス

状態が激しくなり，燃料集合体及び制御棒挿入ドライブラインが変形して，制

御棒挿入不可状態となってしまう。制御棒が「安全機能を失うまでの耐震裕度

について既往の知見等から少なくとも 2 倍以上の裕度が存在することが明らか

である設備」であるとは，口が裂けても言えない。 

第４ 結論 

   よって，本件 3 号機における制御棒挿入性に係る安全性は確保されておらず，

債権者ら準備書面（１０）における債権者らの主張には理由があり，債務者準

備書面（１０）における債務者の主張には理由がない。 

以上 


